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	条項

番号
	TCG20110118英文版草案
	TCG20110118版草案

	第1条
	
	 (準拠法) 
万国公法、戦争法と米国最高裁判院Neely v. Henkel, 180 U. S. 109 (1901)，Downes v. Bidwell, 182 U.S. 244 (1901)などの判決及び
サンフランシスコの和平条約により、米国は主要な占領権国であり；米国軍事政府は、台湾に対して管轄権限を有する期間において、世界人権宣言の原則に基づいて、台湾区域内の台湾公民及び台湾居民権利の取得、喪失、回復と取消などの事項について、本法に拠って定めることである。
前項に言及した米軍の管轄期間は、同盟軍マッカーサー将軍が1945年9月2日に発表した第1号命令による台湾境内に居る日本軍が蒋介石委員長を相手に投降すべきことから始まることとすることである。

	第2条
	
	﹝名詞定義﹞
本法に関連する特殊的な名詞の定義を次のように定めることとする：

１．台湾人民: 本法は実施する時に台湾に住所を有する人を指すこと。
2.
台湾住民: 本法は実施する時に台湾に戸籍を有する人を指すこと。
3. 台湾人：本法第3条第1項の第1セクションの人を指して、但し、まだ台湾公民の身分を得ていない人であること。
4台僑：台湾以外の国家あるいは地区に住む台湾人。
5.アメリカ人: アメリカ公民のパスポートか米国の国民のパスポートを持っている人。
6. 日本人：日本のパスポートを持つ人を指すこと。
7.外国人: 非台湾人は即ち、外国人であること。たとえ彼が持つ身分証明書類は、国、地方自治体、国際団体、亡命政府、国連などの機関から発行したとは言え、すべてが外国人と見なされることとする。
8. 国家：米国国務機構により、ネットワークの上で発表した「独立国家」リストにある国家を準拠とすること。
9.無国籍人: 持っていない、また現在では、如何なる国の国民の身分を証明する書類を取り扱えることが出来ない人を指すことである。
10.居留: 持っている住宅の査証の側で人々を持つ台湾区域で住宅を参照する。
11. 滞在者：台湾地区で短い期間の滞在ビザを持つ外国人をさすことである。
12.
契約する外国人労働者: (a)商船、修理工作船及び、その他の仕事が管理機関から特別許可される船舶の仕事(b)海洋の漁船作業の仕事(c)家庭に雇われる仕事(d)工廠の仕事(e) 台湾境内の重要な工事あるいは、経済社会の発展に必要とされるために雇われる仕事、(f)その他、本署が指定した仕事類別の外国人。
13. 本法の中央権限と責任を担う機関は法治部と法務部であること。


	第3条
	
	（台灣公民の定義）
下記の人は、台湾の公民である：
1、 一般に1945年9月2日に日本の天皇が投降する書類に署名した時、日本の管理下の台湾で戸籍があった及び現在戸籍がある人の後代は、台湾の公民であること。
2、 当法のその他の規定に拠り、台湾公民の身分を得たもの。
3、 前2セクションに台湾公民の間との前セクションで台湾公民の間に台湾に戸籍があった人の後代は台湾の公民である。
台湾公民は18歳を満たした時に選挙、罷免、公民投票の権利があること。

	第4条

	
	 (定義台湾住民の定義)

一般に本法が実施する時、台湾ですでに戸籍者があって、台湾の住民であり、法治部と法務部により、台湾住民の身分証明書を交付し、その居留期限は、米国軍事政府が管轄する時、法治部と法務部と米国軍事政府が協議で定めることである。
台湾住民の身分証明書の申請提出は台湾境内に限られていることである。
台湾住民の身分取得と喪失、及び回復に相関する申請は台湾公民の規定に準拠し、その未成年の子女も、同じである。


	第5条

	
	﹝人道と法理的考慮―本法により認定する台湾公民の1つである﹞
下記の者、第8条の第1項の各式の重要書類を備えていなかったのだが、もし不良な記録者がなかったとすれば、認可を審査することを通じて、台湾の法体系と民主政治の発展を支持することを遵守することを宣誓したものは台湾の公民である。
1． 父あるいは母の片方だけがあ台湾人で、それに本人は台湾に戸籍があるもの。
２．第3条の第1項の第1セクションの台湾人の後代、しかも外地の仕事で、入学、b病気治療、親族訪問などの原因によって、戸籍がなかったもの。但し本法が実施されてから、その後6年間の内に申請を提出するものに限りられることである。
3、 台湾で連続3年において、毎年には合計が183日以上の合法的な居留、居住する住所があるアメリカ人あるいは日本人。

	第6条

	
	﹝特殊貢獻--本法により認定した台灣公民の二である﹞
下記の者、第8条の第1項の各式の重要書類を備えていなかったのだが、もし不良な記録者がなかったとすれば、認可を審査することを通じて、台湾の法体系と民主政治の発展を支持することを遵守することを宣誓したものは台湾の公民である。
1、 台湾の安全、経済、環境、農業、国際
貿易、医学、科学、芸術、運動、工事、本土の文化、教育、宗教あるいはその他の重要な領域の事項の進歩あるいは自由化について、卓越した貢献が具有する者。
2、 本法が実施する前に、すでに台湾人民政府が催した研修会に参加したことがあって、なお試験合格した証明書を得る者、あるいは台湾人民政府の創立に協力と推進をした者。
その他、前２セクションの状況に置かれている者は、法治部と法務部の特別案件の審査を通じて許可された者。
前項のその他の重要な領域の事項について、法治部と法務部が定めることとする。
第1項により台湾公民の身分を得た者は、本法第の14条の制限を受けないこととする。

	第7条

	
	﹝人道的な考量----本法により認定した台灣公民の三である﹞
下記の者、第8条の第1項の各式の重要書類を備えていなかったのだが、もし台湾では、住所があって、戸籍がなかったとする場合、

申請を通じて認可され、なお、自ら宣誓、あるいは、その代理人、保護管理人などを通じて、台湾の法体系と民主政治の発展を支持することを遵守することを宣誓したものは台湾の公民である。
１．台湾で生まれて、実の父、あるいは実の母が不明、あるいは、実の父及び実の母は、国籍がなかった人、あるいは、心身の障害があり、身体障害者の手帳を持つかつ自分で生活を処理することが出来ない者。
2、 その他と前のセクションと似ている状況、法治部と法務部を通じて、特別な考慮が与えられた者。

	第8条

	
	﹝一般に台湾公民の身分を取得することとその条件----本法により認定した台灣公民の四である﹞
外国人、あるいは無国籍人は、現在台湾の地域で、住所を持つ、なお下記の各セクションの要件を具備する者、台湾公民の身分を申請することを通じて、台湾公民になることが出来る：

1、 台湾区域内で、毎年合計183日以上の合法的な居留した事実が引き続き6年以上にあった者。
２．18歳に満たして、台湾人民政府の法律と本国法律あるいは国際法に拠り、皆行動能力者が具有する者。
3、 品行良好で、前向き思想、不良な記録がなかったもの。
4、 相当する財産あるいは専門技能があって、十分に自立でき、あるいは生活上の問題が無い者。
5、 台湾語と英語あるいは日本語あるいは中国語などのその他の基本的な言語の能力と国民の権利と義務の基本的な常識を備える者。
6、 前項の第5セクションが定めた台湾地区の内で基本的な言語の能力、台湾の歴史と地理及び公民の権利と義務という基本的な常識についての認定、テスト、試験免除及びその他の守るべき事項の標準は、法治部と法務部から国務院に報告し審査することとする。

	第9条

	
	（父と母は、皆台灣人ではないのだが台灣に戶籍がある者-------本法により認定した台灣公民の五である﹞
（父と母は、皆台灣人ではないのだが台灣に戶籍がある者、その居留する期間は、本法第4条の規定に基づいて、台湾人民政府の参議院と衆議院の普通選挙が完成された後に不良記録がなかった者は、第8条の規定に拠って、台湾公民身分の申請を通じて取得した後に台湾公民になることが出来ることである。
前項の申請が却下される者は、、その居留期限は影響されることがない。その他は本法第3条の第1項の第2セクションの規定に拠り、申請が却下される者は、法治部と法務部が事情を考慮して、下記の処分を採用することが出来る。
1、 3年以内の居留するビザを与えること、あるいは、60日以内に出国することを
制限することである。
2、 あるいはその他の適切な措置を取ること。
本法は実施する前に台湾に戸籍を有する台湾人は、台湾公民の資格を有するのだが、
取得する意欲がない者は、主管する機関に「中華民国に忠誠する、あるいは、その他の国家に忠誠する声明書」を提出した後に、

その居留するビザは前項の後段の規定に基づいて取り扱いこととする。


	第10条

	
	﹝特殊的に台湾公民の身分を取得すること----本法により認定した台灣公民の六である﹞
外国人、あるいは無国籍人は、現在台湾の地域で、居住しており、毎年合計183日以上の合法的な居留した事実が引き続き３年以上にあった者。なおかつ下記の各セクションの状況の1つに当て嵌まる者、台湾公民の身分を申請し、台湾公民になることが出来ることである。
1、 台湾公民の配偶者であること。
2、 台湾公民の養児女であること。


	第11条


	
	﹝台湾公民の身分を取得した人の妻、及び未成年児女の台湾人身分の取得----本法により認定した台灣公民の七である﹞
台湾公民の身分人の資格を取得した人の未婚の未成年の子女が同じく台湾公民の身分を得ることが出来、台湾公民になることが出来ることである。

	第12条


	
	（宣誓義務と宣誓するプロシージャ等）

本法第3条第1項の第１セクションの規定に基づいて、当然台湾公民の身分を取得した者は、台湾の法体系と民主政治の発展を支持することを遵守することを宣誓した後に法治部と法務部から国務院に報告し、公務公報あるいは、国務院のウエブサイト上に公布すること、なお公布した日から台湾公民の身分を取得することが出来るのである。
本法第3条第1項の第2セクションの規定に基づく申請によって台湾公民の身分を取得した者は、不良記録がなかった場合、審査を経て許可された者が、台湾の法体系と民主政治の発展を支持することを遵守することを宣誓した後に法治部と法務部から国務院に報告し、公務公報あるいは、国務院のウエブサイト上に公布すること、なお公布した日から台湾公民の身分を取得することが出来るのである。
前の2つの項目において、台湾公民身分を取得した者は、14歳以上に満たした者は、

すべてが宣誓することが必要であり、

その宣誓するプロシージャ、方式および宣誓書の格式などは、法治部と法務部が定めることとする。

	第13条


	
	﹝居民などのビザの制限と奨励﹞

本法の第3条第1項の第2セクションの申請人数について、法治部と法務部は、台湾人民政府の人口政策を参考してから、年代別、出所地区、教育程度、著作数量、専門技術、申請類別などの条件に基づいて、居民などのビザ申請類の割当額などの条件を設けることが出来て、あるいは、台湾にすでに一年以上に居住した外国人に台湾に移住する奨励措置を提出することが出来ることである。

                                                                                                                                                                       前項の住民などのビザの類別および割当額と奨励措置などは法治部と法務部が定めることとする。

	第14条


	
	(台湾公民の身分を得て者の公職に従事する制限)
本法第3条第1項の第１セクションの規定に基づいて、当然台湾公民の身分を取得した者は、下記の各セクションの公職を担当することが出来ないのであり、各機関、あるいは職務が合併、名義変更したものも、同じくのである：
1、 總統、副總統。

2、 中央から地方の各級の参議院と衆議院などの民意機関。
３．中央から地方の各レベルの地方自治体の官吏と国庫あるいはその他の公的法人あるいは政府から寄付することによって成立した財団あるいは社会団体、あるいは、その他の財務収支は監査団体から給料を交付する必要がある公職。
4、 大司法官、司法官、検察官、司法の警警察官、司法警官。
5、 自衛軍の陸海空軍の軍の将校・士官と兵士。
6． その他、法治部と法務部が指定する仕事。

前項の制限は、台湾公民身分を取得してから十年に満たした場合、解除することができることである。

	第15条


	
	（台灣公民の身分を喪失する場合）

台湾の公民は18歳満期になって、台湾人民政府の法律に従って行為能力があって、自らの意志で外国の国籍を得る者、その国の法律の規定は単一国籍制である場合、法治部と法務部を通じて、台湾公民の身分を喪失することを許可することが出来るのである、但し、一回限りであること。
前項の規定に従って台湾公民の身分を喪失した者の未成年の子女は、法治部と法務部を通じて、台湾公民の身分を親と共に喪失することを許可することが出来るのである。

	第16条


	
	（台灣公民の身分を喪失してはならないの場合）
前条規定に従って申請による台湾公民の身分を喪失する者は、それによって、無国籍者になる場合があれば、法治部と法務部は、国籍を喪失することを許可してはならないおのである。

	第17条


	
	（台灣公民身分を喪失することの例外）
下記の各セクションの状況の中の一つに当て嵌まる者は、第15条の規定に合致しているのだが、依然として台湾公民の身分を喪失することがないのである：
1、 捜査するかあるいは審判する中の刑事の被告者であること。
2、 有期懲役以上の刑の宣告を受けて、まだ執行が終らなかった者であること。
3、 民事の被告者であること。
4、 強制執行を受けて、終結しなかった者であること。
5、 破産の宣告を受けて、権益に回復していなかったものであること。
第6、租税を滞納する、あるいは、租税処分の罰金を完全に納入しなかった者であること。
第7、扶養費を滞納する者であること。

	第18条


	
	（台湾公民の身分を喪失することを取消する場合）

依第15條規定喪失台灣公民身分者，未取得外國國籍時，得經法治與法務部之許可，撤銷其喪失台灣公民身分之申請。
第15条の規定に従って台湾公民の身分を喪失して、外国の国籍を得ていない時、法治部と法務部の許可を通じて、台湾公民の身分を喪失することを取消しすることが出来るのである。

	第19条


	
	（喪失台灣公民身分之回復）
第15条の規定に従って台湾公民の身分を喪失した者は、現在において、台湾地区の内に住する住所があって、なお第8条第1項の第セクション、第4セクションの重要要件の書類を備えて、台湾公民の身分を回復することが出来るのである。

項の第セクション、第4セクションの重要要件の書類を備えて、台湾公民の身分を回復することが出来るのである。

	第20条


	
	（未成年子女の身分回復）
台湾公民の身分を回復した者の未成年の子女も、同じく申請による台湾公民の身分を回復することができるのである。

	第21条


	
	（台灣公民身分を回復する申請機關及び発効日） 
前二条の規定に従って、台湾公民の身分を回復する申請する者は、法治部と法務部を相手に申請すべきであり、国務院を経て、

国務院公報あるいは国務院ウエブサイトで

公布した日から台湾公民の身分を回復することとする。

	第22条


	
	﹝台灣公民身分を認定する確認﹞
本法第3条第1項の第2セクションの規定に従って台湾公民の身分を得た者は、新たに戸籍の登録申請を取り扱うべきである。
台湾公民の身分証明書を申請し、受け取る場合は、台湾の境内にしか申請することが出来ないことになっているのである。

まだ台湾に戸籍を設けていなかった者は、

初回の戸籍登録の申請を取り扱うべきである。

	第23条


	
	（台灣公民の身分の取得、回復、喪失などの許可の取消し、及び居民身分の許可の取消しすること）
下記リストの状況の1つに有った者は、5年以内で本法の規定と合致していなかった状況があった場合、その身分を取り消しすべきであること：
一、台湾公民の身分を得て、喪失、あるいは、台湾公民の身分を回復した者。
二、台湾の住民の身分を得た者。

	第24条


	
	（第14条の公職に従事する制限を違反した場合の処理）
台湾公民の身分を持っていなかった、あるいは第14条の規定に違反し、すでに公職者を担当している場合、それぞれに勤めるいる機関、財団、社会団体、事業団体あるいはその上級機関からその公職を解除すべきであり、但し、下記リストの各セクションは、主管機関からの許可を得た者は、限られていないこととする。
1、 各級公立学校、あるいは国庫あるいはその他の公法人あるいは政府から寄付して成立した財団あるいは社会団体あるいは、その他の財務収支は監査之団体から給料を交付する必要がある公職。
2、 各級の政府が出資する額の合計は半分以上を超えた事業体から給料を交付する必要がある人員。
3、 各機関は契約書による定期的に招いて任用する人員。
4、 華僑関係の権限に関する機関は組織法に従って慎重に選択して招聘する人員。
前項人員は、法治部と法務部の認定を経て

国家機密に関与する職務ではない職務者に

限られていることとする。
台湾公民の外国の国籍を兼有する者、本条が定めている台湾公民の身分を具有する者だけでしか担当出来ない公職に就職しようとする前から着職するまでに外国の国籍を放棄する申請を完成し、なお外国の国籍を喪失した証明書類を取得しなければならないのである。


	第25条


	
	(申請する費用)

法治部と法務部は、本法に従って、申請を受理し、許可と証明書を発行する場合、証明書費を徴収することが出来；その徴収する基準は、法治部と法務部が定めることとする。

	第26条


	
	﹝奨励処置とその他﹞
有關台灣區域人民申請辦理本法所規範之各類身分證件，法治與法務部得提出獎勵措施，以促使人民早日辦理，同時得按地區指示戶政單位等單位寄發通知。

﹝は他に報酬の測定の﹞
 台湾の地域の人々の各種類のアイデンティティの信任状が、法律による政府および法律の大臣は報酬の測定を提案した、人々を扱うようにやがてせき立てる区域によって指示される単位に従ってこの法律の標準を同時に扱うために適用におよびかかわる従って世帯の政治で単位は通知を郵送する。
〓奨励の措置が台湾地区の人民をその
他の〓と関係があって本法所の規格の各類の身分の証明書を取り扱うことを申請して、法治と法務部は奨励の措置を出さなければならなくて、人民に早く取り扱うように促して、地区によって同時に戸政治部門などの部門に郵送して知らせを出すように指示しなければなりません。

	第27條

第27記事

第27条


	
	﹝法治與法務部得派員進行察查﹞
法治與法務部暨權責機關受理申請在台灣地區停留、居留、取得台灣公民身分等案件，於必要時，得派員至申請人在臺灣地區之住居所，進行查察或訪談。

﹝は続けていくために法律による政府および﹞を台湾区域の協会を占めるために政府そして
 大臣および力および責任の施設が必要で、台湾区域の住宅受け入れたり、台湾の市民ボディ分類の例を、とき休止するために適用を得たり志願者に役人を急派しなければならなかったり調査かインタビューを続けていくことを法律の法律によって調べるためにことを法律の大臣役人を観察する急派する。
〓法治が法務部と人員を派遣しなければならなくて〓法治と法務部
と権力と責任の機関を調べて申請を受理して台湾地区で台湾の公民の身分などの事件をとどまって、居留、得ることをこまかに調べることを行って、必要の時、申請者まで(へ)台湾地区のが住所に居住するに人員を派遣しなければならなくて、調べてあるいは取材をこまかに調べることを行います。
前項所定查察或訪談，應作成查察訪談紀錄，不得於夜間行之，但有下列情形之一者，不在此限：

祖先は調査を決定するまたはインタビューにこれでそれの夜ラインで、持たなかったり、ある次の状態の1つが、限らない調査のインタビューの記録をするべきであるが:
前項は必ず調べてあるいは取材をこまかに調べて、作成して取材をこまかに調べる記録を調べるべきで、夜間にのを得ないで、しかし下記の状況の中の一つ者がいて、ここで制限しません：
1、 經該受查察人、住居所之住居人或可為其代表人之承諾。

第1、
人間を調査するべきだった後占めるか、人間をまたは代表のために誓約するかもしれない占める。
1、 あるいはを通じて(通って)調べられるのは人の、住所に居住する居住する人をこまかに調べるその代表人の承諾であることができます。
2、 日間已開始查察者，得繼續至夜間。

第2、
日中調査を、夜からに続けなければならない始めた。
2、 日中にすでに調べて者をこまかに調べることを始めて、夜間に引き続き着かなければなりません。
第一項所定查察或訪談，應於執行前以書面告知，受查察人無正當理由，不得規避、妨礙或拒絕，其有規避、妨礙或拒絕，經書面告戒後，仍有違反之者，依查察訪談紀錄，法治與法務部得處予美金壹萬元以下之罰緩。

協会の最初の品は人間のない令状を、妨害が避けるかまたは絕に抵抗する必要がなければ調査するために文書によるimpartationによる実行の前にもし、調査かインタビューを決定する、circumvention、妨害を有したりまたは絕に抵抗する、さもなければ文書による厳重注意の後で、まだ背く法律によって、調査のインタビューの記録に従って、政府に持ち、遅い罰するために法律の場所の大臣は10,000ドルの下で与えた。
第は一つ必ず調べてあるいは取材をこまかに調べて、実行の前に書面ですで告知するべきで、人をこまかに調べて正当な理由がないことを調べられて、回避して、妨げるか拒絶してはならなくて、それは、妨げるか拒絶する回避があって、書面の警告を通じて(通って)後で、これに反して者に背くことがなおあって、従って取材をこまかに調べる記録を調べて、法治と法務部がドルの1万元以下のを与えて罰することにつきあわなければならないのは遅いです。

	第28條

第28記事

第28条


	
	﹝證件上註明英文姓名﹞

本法所規範之各類身分證件，除了漢字之姓名外，應同時註明英文或日文之姓名。

信任状の﹝は英国の一流の﹞をこの
 法律の標準各種類のアイデンティティの信任状、漢字のほかのの名前示したり、同時に英語か日本の名前をの示すべきである。
〓証明書の上で英文の姓名〓本法所
の規格の各類の身分の証明書を明記して、漢字の姓名以外、同時に英文あるいは日本語の姓名を明記するべきです。


	第29條

第29記事

第29条


	
	﹝權責機關﹞ 

本法之權責機關為台灣民政府之法治與法務部，由法治與法務部大臣綜理事務。

施設の﹝力そして責任は法律によって政府および 

法律の大臣の統合の主義ビジネスの大臣によって法律のおよび法律の大臣によって力および責任の施設の﹞この法律政府台湾の人々の政府、行う。
〓権力と責任の機関
〓 当法の権力と責任の機関は台湾人民政府の法治と法務部で、法治と法務部の大臣のまとめて管理する事務から。
法治與法務部之組織與職權由法治與法務部擬定，報由國務院審定後，呈請台灣民政府主席於國務院公報或國務院網站公佈後生效。其修正，亦同。

法律による政府および法律構成のおよび権限の大臣は法律によって政府および法律の大臣によって作成する、新聞は国務院の後で、加える台湾の人々を検査し、承認する政府の大統領によってが国務院の報告か国務院のウェブサイトの発表の後で有能になる。その修正、またとの。
法治と法務部の組織と職権は法治と法務部から推定して、新聞が国務院のから審査決定した後に、台湾人民政府の主席に国務院の官報あるいは国務院のウェブサイトが公表した後で発効するように申請します。その修正、同じく。と

	第30條

第30記事

第30条

	
	﹝權責機關預算編列之原則﹞
在美國軍事政府完成授權台灣民政府掌理台灣之行政、立法與司法權之次年起，法治與法務部暨所轄各權責機關，應將其機關單位之歲出概算，依益本比之大小排列優先順序，供參議院及眾議院審議之參考，但歲出概算所採取之財務支出計畫，其益本比小於一者，不得執行之。

﹝は順序で力および責任の施設整理する軍事政権が担当した
 管理のである台湾の人々の政府承認される米国立法で完了するべき主義の﹞を割り当て、利益の本に従ってそれを比較する法律による台湾、政府および法律の大臣の来年司法権は様々な力および責任の施設を支配したりが、予算見積の想定された年次支出施設の単位、サイズの整理の優先順位、上院そして衆議院のための参照を考慮するまで、年次支出の予算見積は1つより小さいために財政のpaying-out計画、それを寄与するこの比率に使用する、それを遂行する必要がない。
〓権力と責任の機関の予算は並べる原則〓を編
んで米国軍事政府で台湾人民政府の手に権限を授けて台湾の行政、立法と司法権のを相手にすることを次の年から完成して、法治と法務部はと各権力と責任の機関を管轄して、その機関部門のの歳を概算に出すべきで、益の当大きさより小さい順列優先的に順序に従って、参議院と衆議院の審議の参考を供えて、しかし歳は概算のとった財務の支出の計画を出して、その益は当1より小さい者を比べて、実行してはなりませんの。
計算益本比時，非具體效益之總額以整體效益總額之百分之三十為上限，國務院得每二年檢視調整一次。

計算は、上限として非具体的な利点の30%th取得全面的な利点の総計の総計が、国務院点検2年毎に1回を調節するときと比較されるこれに寄与する。
益を計算して当比べる時、具体的ではないだ収益の総額は全体の収益総額の30パーセントを上限にして、国務院は2年ごとに点検して一回調整しなければなりません。
以國家、公共利益為重而不宜適用第一項但書之財務支出計畫之預算種類與範圍，暨益本比之計算標準，由國務院訂之，並送參議院及眾議院審議備查，變更時亦同。

重い取り、ので国、公共利益を適切に適した予算のタイプがあればpaying-out計画の規模財政は国務院によって利点までの条件の最初の品、それと計算基準を比較されるこれそれを予約購読し、上院を提供し、衆議院は参照を、とき変更またとの考慮する。
国家、公共の利益が重視するで第一つの但し書きの財務の支出の計画の予算の種類と範囲を適用できるべきでなくて、益当との計算より標準的で、国務院のから予約して、そして参議院と衆議院の審議に備えておくことを送って、変更する時も。と
任何人於參議院及眾議院各委員會或院會，就本法之重要關係事項，於具結後而為虛偽陳述者，參議院長或眾議院長得報行政法院，科處美金一萬元以下之罰鍰。
様々な委員会または中庭の会合のこの法律重要な関係項目上院そして衆議院の誰でも、しかし印の後に法的声明は方針議論の責任者に偽のrepresentor、加わるであるまたは衆議院は長いレポート管理上裁判所である、文罰金の下の10,000ドル。
いかなる人参議院と衆議院で各委員会あるいは庭会、当法の重要な関係の事項について、提出した後で偽りの陳述者で、参議官の院長あるいは衆議院は育って行政裁判所を申し込んで、科はドルの1万元以下の罰金につきあいます。


	第31條

第31記事

第31条


	
	﹝台灣公民權在法律上之認定﹞

本法有關台灣公民之規定是資格規定，有資格之當事人仍須依戶籍法與本法，向戶籍地之戶政事務所辦理相關申請手續，領取台灣公民身分證，始得行使台灣公權。

この法律は世帯の記録の場所初めの原因に台湾の市民の身分証明書受け取られる政治のオフィスの相関関係の適用正式の世帯を通って台湾の市民の規定にである、この法律の世帯の記録の法律によって決まらなければまだならない資格の訴訟当事者があった資格規定した行ったよい台湾の人権非常にかかわる。
当法の関係する台湾の公民の決まりは資格が規定の、資格の当事者はやはり戸籍法と当法に従わなければならなくて、戸籍地之戸政治事務所に関連の申請の手続きを取り扱って、台湾の公民の身分証明書を受け取って、台湾の公の権力に始まる行使する。
本法有關台灣居民之規定是資格規定，有資格之當事人仍須依本法之規定，領取台灣居民身分證，始有依簽證給予之居留權。

この法律は査証に従って、ある資格の訴訟当事者がまだ規定によって台湾の住民の身分証明書受け取られたこの法律決まらなければならなかったことを台湾の住民の規定にである資格規定した初め持っている与える住宅の権利をかかわる。
当法の関係する台湾の住民の決まりは資格が規定の、資格の当事者はやはり法の決まりに従わなければならなくて、台湾の住民の身分証明書を受け取って、始まってビザの与える居留権に従うことがいます。
第3條第1項第1款之台灣人後代，得為其已故直系親屬辦理台灣公民身分證明和應予褒揚之事實，經法治與法務部審實許可後，給予書狀。
第1セクション台湾の子孫の第3記事第1項目は法律によって政府の後で、ハンドル証明するべき死んだ直接関係した家族のための台湾の市民のアイデンティティほめる事実を、検査する固体許可を与え、法律の大臣は、本の形を与える。
第3条の第1項の第1モデルの台湾人の後代、その亡き直系親族のために表彰しなければならない事実と台湾の公民の身分証明を取り扱わなければならなくて、法治と法務部を通じて(通って)本当の許可を取り調べた後に、本に形を与えます。


	第32條

第32記事

第32条

	
	﹝戶籍制度之連續性﹞

本法所稱之戶籍，初建於日治時期，續用於中國流亡殖民政權時期，再續用於美國軍事政府管轄時期。

﹞の﹝の継続は側面
 経済的連結が世帯の記録、最初に日付の構造物を呼んだこの法律時間を、続ける亡命する中国の使用を植民地化する政権時間を、再度続ける米国の軍事政権の司法権の時間の使用を支配する。
〓戸籍の制度の一貫性〓本法所の言
う戸籍、初めて日が治療する時期建てて、継続して中国が植民する政権の時期に亡命することに用いて、再び継続して米国軍事政府が管轄する時期用います。

	第33條

第33記事

第33条

	
	﹝陳情處理中心﹞

法治與法務部應成立法治與法務部署務審查委員會，簡稱陳情處理中心，處理所有涉及本法內容與解釋之申訴案件、陳情案件等事務，該委員會之決定對所有行政機關和司法機關均具約束力。

﹝の国家は法律によって場合法律による
 処理の中心の﹞の政府および法律の大臣政府を確立するべきで、法律局サービス陪審の大臣、省略の州は場合すべてを処理する処理の中心この法律の内容および説明の懇願の例を含んだり、場合ビジネスをおよび示す従って場合で、決定にすべての管理上器官および司法器官にこの委員会結合力がある。
〓陳情処理センター〓法治
と法務部は法治と法務配置務審査委員会を創立するに応じて、陳情処理センターと略称して、すべてのを処理して当法の内容の説明と申し立ての事件、事情を訴える事件などの事務に関連して、この委員会の決定はすべての行政機関と司法機関に対して皆拘束力を備えます。
不服前項之行政處分者，應自行政處分送達或公告期滿之次日起30日內，依訴願法，向法治與法務部提起訴願 。

翌日起きれば管理上認可配達からのか発表の満了の第30でもし先行詞に管理上認可を受け入れることを断る、に従って希望を法律、法律による政府への言及訴え、法律の大臣は希望を訴える。

前項の懲戒処分者に服しないで、懲戒処分が公告が満期になる翌日あるいはを配達してから30日内、従って訴える法を望んで、法治と法務部に起訴を持って望みます 。
前項陳情處理中心之組織與職權另由法治與法務部定之。

祖先はさらに場合構成のおよび権限が法律によって政府および法律の大臣によって処理の中心それを決定することを示す。
前項の陳情処理センターの組織と職権は別に法治と法務部必ずののから。

	第34條

第34記事

第34条

	
	﹝定議解釋之效力﹞

人民對本法或其施行細則所涉及之任何辭彙或法律觀念之定義有爭論時，得向陳情處理中心申請解釋。

﹞の人々の﹝の潜在的能力はこの法律に
 最終決定の説明あらゆる用語または法的考えの定義に議論があるとき場合を示す手続き規則を、処理の中心の適用説明含む。
〓は必ず説明の効力〓人民を協議し
て当法あるいはその施行細則の関連したいかなる辞に対して法律の観念の定義が論争がある時あるいはを為替で送って、陳情処理センターに説明を申請しなければなりません。
申請解釋之方式與程序由法治與法務部擬定並發佈之。

適用説明が法律によって政府および法律の大臣によってそれを作成し、出すプロシージャおよび方法の。
説明の方法がプログラムと法治と法務部から推定して発表することを申請します。
申請解釋之案件非行政處分，故不得提起訴願或行政訴訟。

従って非管理の認可の適用説明の場合は、訴える希望か管理上の進行を述べる必要がない。
説明の事件非懲戒処分を申請して、だから起訴を持ってはならなくてあるいは行政訴訟を望みます。


	第35條

第35記事

第35条

	
	﹝本法之適用範圍﹞

本法所指「台灣」之地理範圍，以1952年4月28日生效之舊金山和平條約所定之地域為準，即不包括金門馬祖和中國。

﹝はこの法律の適当な規模の﹞
 この法律「台湾」を地理的な規模、有効の地域の取得4月28日を決定した平和条約、Jinmen Mazuおよび中国を含んで1952のサンフランシスコように、即ちない示す。
〓当法の適用範囲〓本法所は
「台湾」の地理(学)の範囲を指して、1952年4月28日発効するサンフランシスコの平和な条約必ずの地域を正確ですにして、すぐ金門馬祖と中国を含みません。
原設籍於金門馬祖地區之人民不適用本法之規定。

国籍をこの法律の人々適した規定がJinmen Mazu区域のためののないために最初に仮定する。
もとは籍を設けて金門馬祖地区の人民で当法の決まりを適用できません。

	第36條

第36記事

第36条

	
	﹝申請特赦一﹞

有下列身分之一者，在本法實施之日起六個月內，可向法治與法務部申請特赦辦理停留簽證：

﹝は法律によって政府に
 特別な大赦および法律の大臣に1つの﹞に6のこの法律の日付に次のアイデンティティの1が、月の実施、かもしれないある適用特別な大赦休止の査証を扱うために適用する:
〓は1〓を特赦にして下記
の身分の中の一つ者がいることを申請して、当法の実施の日から6ヶ月の内で、しかし法治と法務部に特赦にしてとどまるビザを取り扱うことを申請します：
1、 在台灣境內已經逾期居留或停留之無國籍人，但限於在本法實施之日前入境者。

第1、
既に台湾の境界内の制限時間を住宅か休止無国籍人超過したり、しかし移民のこの法律の実施で先日制限された。
1、 台湾で境界内はすでに期限を過ぎて居留するかとどまるなしの国籍人、しかし当法の実施したの先日入国者で限られます。
2、 在台灣境內已經逾期居留或停留，原國籍為舊金山和平條約簽署國之一的公民或國民，但限於在本法實施之日前入境之外國人。

第2、
既に台湾の境界内の制限時間を市民の住宅か休止、元の国籍またはサンフランシスコの平和条約署名の国のための国民側超過したり、しかしこの法律の実施で先日入る人々の国に制限された。
2、 台湾で境界内はすでに期限を過ぎて居留するかとどまって、もと国籍はサンフランシスコの平和な条約のために国の中の一つの公民あるいは国民を締結して、しかし当法の実施の先日の入国以外に国民に限られます。
3、 前二款暨其他類似之條件者，其認定辦法，均由法治與法務部與國務院共同協商定之。

第3、
最初二区は他まで類似している条件、法律によって政府によって手段を、一緒に相談する確認し、法律および国務院の大臣はそれを決定する。
3、 前2モデルはその他の似ている条件者と、それは方法を認定して、皆法治と法務部と国務院から共に力を合わせて相談して決めました。


	第37條

第37記事

第37条

	
	﹝申請特赦二﹞

符合前條之規定者，雖有下列狀況，而主動向權責機關投案者，仍可向法治與法務部申請特赦辦理停留簽證：

前部﹝はストリップのstipulatorに
 適用特別な大赦2の﹞次の条件を持っている、しかし動力を与えるために裁判所の前に現われている責任の施設はまだ法律によって政府に特別な大赦および法律の大臣に自身の率先で適用する休止の査証を扱うためにかもしれ、が、合致する:
1、 以不法取得、偽造、變造之證件申請進入台灣。

第1、
によって、台湾に入るために適用するために造る、炉信任状不法に得る。
1、 不法ですで変造の証明書を得て、偽造して、台湾に入ることを申請します。
2、 冒用他人身份申請進入台灣。

第2、
台湾に入るために他の人々の状態と適用するべきブレーブス。
2、 ものともしないで他人の身分で台湾に入ることを申請します。
3、 未經許可而進入台灣。

第3、
許可なしで台湾に入る。
3、 未許可で台湾に入ります。


	第38條

第38記事

第38条

	
	﹝獲得特赦之效果﹞

依前二條之規定，向法治與法務部申請獲得特赦取得停留簽證，滿一年後，無不良紀錄者，得繼續給予一年之停留簽證。

﹝は法律によって政府に2つの規定
 の前にように﹞の効果を特別な大赦、適用する得、丸一年後に得るために特別な大赦を得る法律の大臣に休止の査証をbuliangが記録、継続与える年の休止の査証をない。
〓が特赦にする効果〓を獲得して従
う前に2条の決まり、法治と法務部に特赦にしてとどまるビザを得ることを獲得することを申請して、いっぱいです1年後に、不良な記録者がなくて、1年のとどまるビザを引き続き与えなければなりません。
前項簽證，期滿仍無不良紀錄者，得申請三年之居留簽證，期滿後，仍無不良紀錄者，得再申請三年之居留簽證，期滿後，仍無不良紀錄者，可申請永久居留權之簽證並辦理台灣居民身分證。 

祖先にまだまだまだ切れる査証buliangが記録、持たなかったbuliangを、期限切れの後で再度加えられる、3年の住宅の査証、期限切れの後で適用しなければならなかった3年の住宅の査証にを記録持たなかったbuliangを記録ない、力は住宅の永久的な権利の査証に適用し、台湾の住民の身分証明書を扱う。
前項のビザ、満期になって依然として不良な記録者がなくて、3年を申請しなければならない居留のビザ、満期になった後に、依然として不良な記録者がなくて、再び3年を申請しなければならない居留のビザ、満期になった後に、依然として不良な記録者がなくて、永住権を申請することができるビザはそして台湾の住民の身分証明書を取り扱います。

	第39條

第39記事

第39条


	
	﹝不良紀錄及其例外﹞

除非本法另有規定外，所稱不良紀錄，包括下列項目：

この法律にさらに外側が規定あるときだけ
 ﹝の記録および次のプロジェクトを含んで、よくない記録と呼ばれる例外のよくない﹞:
〓不良な記録と例外〓は当法は別に
決まりの外にあるない限り、不良な記録を言って、下記プロジェクトを含みます：
1、 在近五年內有逾期停留及或逾期居留紀錄。

第1、
近い5年に超過しか、制限時間を休止または超過する制限時間を住宅の記録持っている。

1、 5近く年内に期限を過ぎてとどまることがおよびあるいは期限を過ぎる居留の記録います。
2、 在近五年內受六個月徒刑以上刑之宣告且無緩刑之條件者。

第2、
発表にまた執行猶予の状態がない近い5年のに6ヵ月の投獄無理に曲られる。
2、 5近く年内に6ヶ月の懲役拷問したことを受けてしかも執行猶予の条件者がないことを宣告します。
3、 曾經強烈主張台灣與中國應該統一。

第3、
激しく支持されて台湾および中国は統一するべきである。
3、 強烈に台湾と中国が統一するべきだと主張してことがある。
4、占用或與占用者一起使用法治與法務部指定之下列財產：

1) 國有或公有則產。

2) 政黨之黨產。

3) 其他公用或公益之財產。  

取得か使用はappropriatorとともに法律の法律そして大臣による政府次の特性を割り当てる:  

1つ)国有または公衆は作り出す。
2) 政党の党は作り出す。
3) 公共福祉の他の公衆か特性。
占用してあるいは占用者と一緒に法治と法務部の指定する下記の財産を使います：
1) 国有あるいは公有産します。
2) 政党の党資産。
3) その他の公用あるいは公益の財産。
4、 有危害台灣人民利益或台灣利益之言行。

第4、
害を与える台湾の人々の利点または台湾の利点の単語そして行為に持っている。
4、 台湾の人民の利益あるいは台湾の利益の言行に危害を及ぼすことがいます。
5、 依法治與法務部所蒐集資料顯示，對台灣有不友善之行為。

第5、
法律の蒐のギャザーの首都の大臣とそれを示す材料を法的に支配したり台湾に非友好的な行動を持っている。
5、 法治と法務部に従って資料を探し集めて明らかに示して、台湾に対して友好的ではないだ行為があります。
6、 其他經法治與法務部與國務院協商後規定和發佈之項目。

第6、
他人は法律によって政府の後での規定および問題のプロジェクトおよび法律および国務院の大臣に相談する。
6、 その他が法治と法務部と国務院を通じて(通って)協議した後に決まりと発表するプロジェクト。
依前條規定獲得特赦者，其逾期居留或停留時間或其他已經給予特赦之項目，不列為不良紀錄之一部份。

ようにストリップの規定は特別な大赦を得る前に、制限時間を住宅ある時間超過するかまたは部品のよくない記録現在に既に特別な大赦のプロジェクトを、リストしなかった与える。
従う前に決まりは特赦にする者を獲得して、その期限を過ぎる居留あるいは滞在日時あるいはその他はすでに特赦にするプロジェクトを与えて、不良な記録の中の一つの部分としません。

	第40條

第40記事

第40条


	
	﹝本法施行之效力與教示規定﹞
自本法施行之日起，中國流亡殖民政權之入出國及移居法第三章「台灣地區無戶籍國民停留、居留及定居」之規定正式停止適用。

この法律実行からのの規定の﹞の日付を示すように教えるを含む
 この法律実行の﹝の潜在的能力は中国は植民地化する入る政権を外国に行き、法律の第3章移住し、「休止する、存在する台湾区域の非世帯の記録の国民適するために落ち着かせる」規定公式停止を亡命する。
〓当法の施行する効力はと当法の施行する日から
決まり〓を示すことを教えて、中国が植民する政権のに亡命して出国と移転法の第3章「台湾地区がとどまる、居留と定住戸籍の国民がない」の決まりに入る正式に適用できることを停止します。
凡涉及台灣移居事務之申請事項，其應受理之機關，以法治與法務部發佈之「身分證明文件的核發單位」明細表為準。

あらゆる台湾をビジネス適用項目含む、移住するために法律によって政府によって施設を、受け入れるべきで、法律の大臣はそれを出した「アイデンティティ当然な調査の後で文書問題を単位」が詳しいリストのための証明した。
一般に台湾が事務の申請の事項に引っ越すことに関連して、其応受理之機関、法治と法務部の発表した「身分証明のファイルのが部門を照合して交付する」明細表を正確ですにします。


	第41條


	
	﹝本法之制定與修定程序﹞

本法之修訂程序由法治與法務部、國務院協商後，提請民政府之參議院審議通過後，呈請台灣民政府主席於國務院公報或國務院網站公佈後生效。其修正，亦同。

﹝の公式は修正修正プロシージャのこの法律
 プロシージャの﹞法律による政府の後のこの法律および法律の大臣、国務院相談したり、の後で考慮するために人々の政府の上院を提案したり台湾の人々の政府の大統領をなる国務院の報告か国務院のウェブサイトの発表の後で有効に加える。その修正、またとの。

〓当法の制定がとプログラム〓当法の改正のプ
ログラムを決めて法治と法務部、国務院から協議したことを修理した後に、人民の政府之参議院に審議を通過したように申請した後に、台湾人民政府の主席に国務院の官報あるいは国務院のウェブサイトが公表した後で発効するように申請します。その修正、同じく。と

	第42條


	
	﹝台灣公民之認定權﹞

台灣民政府其他機關對於台灣公民身分之認定標準，與本法及本法之授權規定牴觸者無效。

﹝は台湾の市民他の施設が台湾の
 市民のアイデンティティに関する標準を確認したり、この法律およびこの法律と触れる無効な承認の規定の牴である台湾の人々の政府の力の﹞を確認した。

〓台湾の公民のは権力〓台湾人民
政府のその他の機関が台湾の公民の身分について標準的だと認定すると認定して、当法と当法の授権の規定の抵触者と無効です。

	第43條


	
	（罰責與警力配置）

就本法之申請事項，有偽造或變造者，處三年以下有期徒刑之監禁，或科美金三千元以下之罰金。

(責任および警察の傾向を罰する)

 この法律の適用項目に、炉か鍛造材の投獄3年のの下の場所が投獄のセットの言葉ある、または3000ドルは罰金の下で分岐する。

（責任と警察力の配置を罰する
）当法の申請の事項について、あるいは変造者を偽造することがいて、3年以下の有期懲役の監禁につきあって、あるいは科のドルの3千元以下の罰金。
公職人員違反前項之規定者，處五年以下之有期徒刑，或科或併科美金壹拾萬元以下之罰金。

公務員は祖先にstipulator、投獄の置かれた言葉5年のの下の場所、枝または違反し、100,000ドル罰金の下で分岐する。

公職人員は前項の決まり者に背いて、5年以下の有期懲役につきあって、あるいは科あるいはそして科のドルの1拾万元以下の罰金。

在本法實施六個月後，無正當理由，逾期居留或逾停留被查獲者，處美金壹萬元以下之罰緩，自首者減半，其情節之輕重，由法治與法務部另以裁罰基準定之，違反第27條之規定者，亦同。

この法律、ない令状の6か月間道具はの10,000ドルの下の場所によって、制限時間を住宅か超過の休止探し出すこと罰された遅い、surrenderorさらに2等分する、プロットの重量、法律による政府による切口超過し、法律の大臣はそれを決定するためにデータを違反する第27 stipulatorに、またとの罰する。

当法が6ヶ月実施した後で、正当な理由がなくて、期限を過ぎて居留するか越えて押収者にとどまって、ドルの1万元以下のにつきあうのは罰する遅くて、自首者は半分減らして、その筋の軽重、法治と法務部別にから裁って基のきっとのを罰して、第27条の決まり者に背いて、同じく。と

本法之罰金與罰鍰均以美金計算，但仍得以新台幣相當之金額繳納，其匯率以繳納日中央銀行公告者為準。

の良くおよびこの法律はまだドルの計算によって良いです、しかし新しい台湾ドル量の支払、為替相場の取得支払日本中央銀行の発表ようにかなりできた。

当法の罰金と罰金は皆ドルで計算して、しかし依然として新台幣の相当する金額は納めて、その為替レートは日中央銀行を納める公告者を正確ですにします。

法治與法務部為執行本法所賦予之權責，得設置相當警力，法治與法務部之警力有刑事訴訟法相關之權力與義務，其組識與權限由法治與法務部另定之。

法律による政府およびこの法律を力と委託するために遂行し、のための法律の大臣は法律による責任に、確立の適した警察、政府および法律の警察の大臣にの権限がのあり、義務は法律によって政府によって刑事プロシージャの相関関係の法律、knowledgesさらにのグループ司法権および法律の大臣とのそれを決定する。

法治と法務部は本法所の与える権力と責任を実行するため、設けて警察力に相当しなければならなくて、法治の法務部の警察力が刑事訴訟法があることと関係がある権力と義務、そのチームは権限を知っていてと法治と法務部から別に決めます。

	第44條


	
	（施行細則之另訂）
本法施行細則及其他直接涉及人民權利義務之授權規定，凡由法治與法務部定之者，均應報由國務院於國務院公報或國務院網站公佈後，始生效力，其變更亦同。

手続き規則は)

 この法律の手続き規則を別に発注し、他は直接人々が義務、法律によって政府によって決定し、あらゆる法律の大臣は国務院の報告か国務院のウェブサイト報告するべきであるの開始の活発化の強さの後で国務院によって、発表する訂正する承認の規定、変更をまたとの含み。

施行細則の別の予約）当法
の施行細則とその他は直接人民の権利の義務の授権が規定のに関連して、一般に法治と法務部の必ずの者から、皆新聞に応じて国務院のから国務院の官報あるいは国務院のウェブサイトが公表した後で、効力を生むことに始まって、その変更も。と



	第45條


	
	（施行日與核發證件首日）
本法之施行日，由法治與法務部報由國務院轉呈民政府主席於國務公報公佈之。

(当然な調査の信任状の最初日後の問題が付いている実行日付)

 実行日付この法律は法律によって政府および国務院によって法律新聞の大臣によって、人々の政府の国事の報告のそれを発表するために大統領を進める。

（日と証明書の初日を照合して交付することを施
行する）当法のは日を施行して、法治と法務部から国務院の取り次いで提出する人民政府の主席から国務の官報で公表したことを申し込みます。

有關台灣人民申請辦理本法所規範之各類身分證件，其實際核發之首日，由法治與法務部另行公佈。

台湾の人々の適用に各種類のアイデンティティの信任状この法律の標準を扱うためにかかわる、最初の日当然な調査の後で実際に出る、法律によって政府および法律の大臣によって発表する別。

台湾の人民が本法所の規格の各類の身分の証明書を取り扱うことを申請するに関して、それは実際に首日を照合して交付して、法治と法務部から別に公表します。

	第46條


	
	﹝本法之優越性﹞

本法之內容與其他之法律、行政命令等規範有衝突時，就本法規定之事項，以本法之規定為準。

他の標準とそしてそう法律で、
 管理命令に対立があるときこの﹞の優越性の﹝の内容はこの法律この法律法律および規則項目、規定の取得をこの法律ように決定する。

〓当法の優位性〓当法の
内容がその他の法律、行政的命令などの規格と衝突がある時、当法の規定の事項について、当法の決まりを許可するにします。


** END **                          
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